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はじめに

本稿の目的は現代犬キシコにおける最大級の企

業のーっとして独自の混合経済体制の有力な支柱

と目されるにいたった国営石油会社 PEMEX(l'e司

trblじosMexicanos）をとりあげ，その生成、発展過

程において当面した問題とその克服のためのか策

を検討することによって， ｜規発途上諸［＿ti］の経済発

展における国営企業の意義， 役’＼~ill, 11¥J題点を解明

すーることにある。

周知のように， 1938年3月18日，メキシコ連邦

共和国大統領カルデ、ナス（LazaroCardenas）は｜石

油産業固有化に関する布告」（注！）を発し，外国石

油会社18社の在メキシコ資産の強制収用を断行し

た。この収用措置は具体的には，（1）これら外国石

油会社とメキシコ石油労連（Sindicatode Trahaja-

dares Pe凶 leosde Rep白blicaMexicana）との労使

紛争，（2）それに対する連邦労働委員会 (JuntaFede-

ral de Conciliaci6n y Arbitraje）の裁定，（3）裁定を

不満とする会社側の緊急上告，（4）連邦最高裁によ

る上告の棄却，（5）会社側による最高裁審判服従の

拒否， という｝一連の動きによってなされたメキシ
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コ司法権， ひいては国家主権の侵害という事態に

対処するものであったが， その根底には，外国資

本による植民地主義的支配に対する多年にわたる

根強い不満と反感があったことはいうまでもな

u、。

政月：fは1与！九月19日石泊行政審議会（ConsejoAd-
一

m，】1

理．運営にあたらせるとともに国営石油会社の設

立計画を作成させた tit 2）。そしてこの答申に基づ

いて， 同年G月7日メキシコ石油産業の新しい担

い手としてPEMEXが誕生することとなった（註3）。

かくてメキシコ石油産業は， H・オコンナーに

よって， 「l!-J:-l8年の国有化の背後には， 20年にわ

たって，外国資本家が自分たちの利益のためにこ

の国の天然資源を乱掘し，政府と人民を厚顔無恥

に侮辱し，メキシコ憲法や法律や課税にことさら

公然と反抗し， 内政干渉をつづけ，連邦や州の役

人をたえず買収・教唆し，石油産出地方における

武装蜂起や《自衛》軍の維持に資金援助を行なっ

てきた」悦4〕といわれる外国石油資本の支配から

独立して，名実ともにメキシコ人自身のものとな

ったのである。

しかしながら新生 PEMEXの前途には，（1）外

国石油資本に対する事後処理をいかに進めるべき

か，（2）国有化に伴う激動期に急速に勢力を増大し，

かっ収用資産の実質的な管理・運営を行なってき

た労働組合との聞の経営主導権をめぐる労使の抗
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争，（3）国営企業としていかなる方途によ q て石油

資源の自主開発をすすめるべきか． などの難t;¥Jが

控えていた。

（注 1) 原名は“Decretoque Expropia a Favor 

rlel Patrirnonio de la Naci,rn, los Bienes Muel,les 

e Inmuebles Pertenecientes a las Compa自iasPetro-

!eras quc se ;¥fegaron a Acatar el Laudo cle 18 de 

Diciembre de 1937, del Grupo N白m.7 de la Junta 

Federal Conciliaci6n y Arhitraje，、 Cあろ η

（注2) A. J. Bermudez, Theル｛exica河 National

I干troleum lndust,ヅ守ぺ Cι町 Studγin入！ationali-

叩 tion(Institu飽 ofHispanic American and Luso-

Brazilian Studies, Stanford Univer去らity,1963), pp, 

lfi～17. 

（注3〕 j[i，躍に＼，、えは， 手片的 PEMEXのほかμ，

イ i,il！の門店治・ I.fl~,/Jのfめの機関と l _ Distribuidora 

de Petr6leos Mexicanosが設立されたが，その後1940

f¥ 8月にJ!：｛：存，：＇） 全国 Tiiii!絵（，管理日（Co口trolde la 

Administraci6n de! Petr6leo Nacional）とともに

PEMEXに吸J［正行併己 j! fこめてある。

（注4〕 ハーヴェ f・オコンナー符，佐藤)Eヨド；沢『石

川l'i[I＇国』（岩波山 l苫， 1957年）， 353しジ。

I 収用資産に対する補償

1. 対外補償の問題

外国石油資本にとってはメキシコの同有化措置

は， 1917年のソビエト革命によってスタンダード，

シェル，ノーベル・ロスチャイノレド各社の利権が

没収されて以来の重大な挑戦であ J IたCi!1 ¥ 

そこで三れら外国石油資本（そのほとんどがアメ

リカ資本〉はメキシコ政府を屈服せしめるため，た

だおに報i短措貯をとった。それは絞術者・基幹要員

の即時引揚げ，タンカーその他輸送手段の撤収に

よる実質的海上封鎖，開発・生産資材の供給阻止を

はじめ，阿ヱチル鉛（万ソリン製造防添加液）の供給

停止， 全世界の主要取引先に対する盗品故買の禁

止通告（メキシコの石油は不当に奪われたものである

とし、う理由による），メそシコ八の外貨借款供与の阻

止， さらにはアメリカ政府に対しメキシコ派兵を

要求 fるなど，多方而にわたってJi毛関された。

しかしながら当時アメリカ政府（F・0・ルーズベ

ルト大統領）は不干渉原則および善隣友好政策を対

ラテン・アメリカ外交の基調とし，ニカラグア駐留

米軍の撤収の意向を表明していた関係もあり，メ

キシコの閑有化問題は純粋にメキシコの内政問題

であり， かつ主権国家による合法的措置であると

ヤう姿勢を示し問題を被収用資産の即時かっ適

正な補償にしぼるべきであるとした（注2)0 

一二れに対してメキシコ政府は， 1928年のアメリ

カ海兵隊のニカラグア占領が対米債務不履行を理

由になされた経緯を教訓とし， 当初から収用資産

の補償支Jムいに＇） いて履行の意凶を表明してい

たh しかしながら， 具体的な補償額の評似につい

て，アメリカ側が英米法の伍統に基づいて未生産

の石油の市場将来価値を含む額，換言すれば無形

資産を含めた計算によって檎積額を算定したのに

対し、メキシコ側はスペイン法の伝統に基づき，

補償額を地上有形資産に限定して算定したため，

両者の評価の差は大きし補境協定成立の見込み

はちすかった。

やがて第2次世界大戦の勃発は， メキシコをめ

ぐる国際情勢を急速に変化せしめることになっ

たc すなわち草要戦略物資としての石油供給源の

確保が至上命令となり，かつドイツ軍潜水艦の無

制限撃沈による大西洋輸送ノレートの分断はアメリ

カにとって陸続さのメキシコ石油の重要性を」段

と高めた。このことはメキシコ石油が枢軸国側に

利用される恐れとあし、まっ－c, γメリカを：し亡メ

キシコ石油問題の解決金急がせる要因となったじ

このような情勢の変化に対して， Iレーズベルト

大統領は米墨関係改普に乗り出し， 同大統領の意

を携えて赴任したダニエルス米大伎の積極的な工
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！乍に上り， ？？油会rtflllJもしだいに情勢に/II良応する

姿勢を示すにいたった。

rn,j(）年川l1 Hに調印されにメ 1じコ政府とゾ

メリカのもンクレ γ．グル－f:The Sinclair Grourめ

との協定はそのような収用資産の補償協定の最初

のものであ）た。 この協定紋補憤額を同夕、ノレーブ、

傘下4社tニぶjしこメキ手コ ）J式で立定 LJ乞合rd'

850万ドルとしたが，ポサ・ソカ油聞の原油：moo万

パレ！！， の曾JrJi販記契約の同時調印を条件とする三

とに上って， PE¥IEXにとっ亡は斡川市！誌の確保

を，シンクレアにとっては原油を間際価格より：州

安で入手しうるとU、うメリットをもたらした。 さ

らに’註要f仁,ii、Lは二心＇）協定の「／L.'t：に上ずJてケトi芯司迎‘AI ！ 

会社の間の桁．紗‘線の

フeとの間に3とI歩の道をひらいたことであるm3Jο

しかした乙ゐら， スタンダード・十イル・グルトー

プ（TheStandard Oil ( ;roup）をはじめとする数グ

ループは， メキシコ政府との直接交渉を拒否した

えめ，両国政府ftl941年11月rn日に覚書士交換し，

収用資産許111nのための委員会を設ドた。 Jキシコ

代表のセパダ（ManuelJ. Zevada）とアメリカ代表

のクーク 1>.lorribL.Cool司）の名にちなんで「セバ

ダ・ ；1- ! .~員会」とよ；まれるこの委員会は山口

年4月17日に共同レポートを提出し， このレポー

トの詳価に某づいてメキシコ政府が， これらグル

ープに合言t'.'399万円991ドルを支払うという協定か

成立した也4）。

アメリカ系諸クソレープのうちシティース・サー

ビス・グ／レープ（TheCities Service Croup) （士メキ ：／

コ政府との l包接~渉を希望ーしたため，上記の「斗＇

パダ・クーク委員会」レポートとは別闘に交渉が行

なわれ， 1（れ12年4月1mに同グル F 7°11れのうむ

の7吐に・t-tLて Jキシコ政府が llfl万ド Jしを支：／：L、

うこと，および残り4社についてはさらに検討を続
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げることで協定が成立した山主）。そしてこの4ti: 

については1948年5月18日にメキシコ政府が合計

LOO 7fドルを支払うことで協定が調印された（注引。

以 1－.のアメリ力系諸ゲループのほかに英務系，！）

ロイヤノレ・ダッチ・シェノレ・グループ（RoyalDutch 

:,hell Group）に属するグノレポ・アギラ（GrupoAguila), 

すなわちメキシ力ン・イーグル・ダループとの協

定は1947年8月29日に調印された。補償額は同グ

ループの11祉に対して，メキシコ政府が 1948年9

J J 18 I iから15年間に81'.'5万ゃんプラス｛jにl%の

利率での利子4908万8868ドルを加えた作百十1億

:30:l3 718868ドルを支払うこととされた。閏有化の

時点でメキシコ:fi/山産業の約70%をrljめてL、たこ

のゲ／レーデ左の協定の成立によって，す4くての外

国石油会社がメキシコの法に従うこと，および収

用直後から Jキ予コ政府が表明してさた収用資f互

の適正な争点償の恥京が凶際的iこ確認されることに

なった。そのことはまた，メキシコの石油政策と

ドEMEXの地位を国際的に承認せしめるのに貢献

し，その結果国外からの資金の流入が大幅に増大

するにいたった（社7〕。

以上の諸協定にきめられた支払いは， アメリカ

系会社は1950年tこ，英蔵系会社は1%2年に完済さ

れた。そのためにメキシコ政府が収用会社に支払円

た総額約2億ド、ルはPEMEXの負債とされ，その

後PEMEXは漸次これを返済することになったο

2. 未収用会社の買収

メキシカン・ガ／レフ・オイ yレ宇土（TheMexican 

( ;ulf ( .>ii Company）はかねてからメキシコの労働丘、

を忠慢に遵守し， その労使関係も円滑であったた

めに国有化の対象から除外され， 1951年にし、たゥ

てもなおメキシコ同内で操業を行なし、，生産した

原油を PEMEXに販究していた。しかしながら，

憲法に規定された国家による石油の独占的開発に
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例外を設けることは望ましくないという判断か

ら， PEMEXは収用会社との補償協定が一段務し

た後にこの友好的な会社と交渉にはいり， 19日年

に間社のすべての資産と利権を280万ドル（24附万

ベソ〉で買収する協定に達したοこの取引は経済的

な利益も大きかったが，国際的に最大の石油会社

の巨大な設備と権利と資源をメキシコの闇家の所

有物たらしめたという窓味で政治的な意義が大き

かった（注8¥

3. 対内補償の処理

上記の収用資産の補償および未収用会社の質収

とu、う対外的問題のほかに，手I］権，地代およびロ

イヤルティをいかに処理すべきかという対内補償

の問題が残されていた。

(1）利権の処理

1947年以後， PEMEXの経営者が最も鎖を痛め

た問題のひとつは，固有化以前に民間会社が取得

した利権をいかにしてキャンセルするかという問

題であった。 1940年の石油法は利権の制度を廃止

していたので，本来ならこれらの利権は効力を失

っていたのであるが， その所有者にとってはなお

財産としての価値をもっていた。このような事態

に加えて1941年の石油法が混乱をもたらすことに

なった。それは同法が， 1925年の石油法および

1928年の石油法に基づいて与えられた利権は，そ

の根拠となった法律に従うということを規定した

からである。そこで1947年にいろいな法的解釈や

クレームや行動が続発し， この利権問題の明確な

処理を必要ならしめた。それは，これらの利権の

民間保有を許しておくと固有化の原則を修正せん

とする勢力に法的な口実を与え，滋法第'27条を有

名無実化する危険があったからである。他方では，

それらの利権を正当に取得した当事者に公正な解

決がなされねばならないという事情も存在した。

1953年にメキシコ大蔵省はこの問題の解決に取

り組み， 200件以上の利権を取得し，購余の分につ

いては PEMEXが処理にあたることになった。

そして利権問題委員会が設けられ，委員会の評価

に基づいて未決の利権が順次取得されていった。

かくて1938年に2522件の利権が1880万エーカー

をカパーしていたのが， 1958年には477件の利権

を残すのみとなり，しかもそれらは石油産出の可

能性のきわめてうすい250万エーカーに対するも

のであったため，利権問題は実費的に解決された

（百＇9)。

(2）地代および lヨイヤルティ

次に地代およびロイヤルティというのは，元来

かつての外国石油会社に対する権利であり， PE-

MEXはこれらの権利に対する義務を承認したわ

けではなかった。なぜならば， 覧革法第27条の規定

により，地下資源の所有者たる国家に対していか

なるさ当事者も地代やロイヤルティを主張できるは

ずがなかったからである。しかしながら，利権の

場合と同様に， それらの権利の所有者に対して公

正な解決がなされねばならないという事情が存在

したので， PEMEXは明確な根拠lこ基づいてこれ

らの権利を取得することになった。そしてこれら

の権利の合法性の定義，取得のための統一的根拠

の確定等の問題を研究する委員会が設置され，こ

の委員会が中心となって約300件の取得を行ない，

地代およびロイヤルティの問題は実質的に解決さ

れた（住10¥

以上のようなプロセスを経て，国有化に伴う対

外的ならびに対内的補償問題は，メキシコの石油

法iこ従いつつ， かっメキシコの石油政策の鯨に沿

った形で解決されたわけであるが， PEMEXはこ

れら一連の交渉，取引と並行して，メキシコ最高

裁と協力し，石油関係の訴訟に細心の注意を払い，
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（｝；、廷陣争に讃極的に参力日L, 国fH七の原tlリを守＇＜，

5努力を宜、らなか ＇）tとことは注目すJときである。

Ci注1) TE篠にL、えば，メキシコ｜或ヰ1化の市i11',<J) 

1937年に南米ボリピアでも悶イjit.tl¥'1/'tがと lれてL、九

J，資／1；わよび？I,linの規ii:Cとして l川、さホしので，［

際的なインパクトはほとんどなかったとみられる。

CIJ:2) G印 rgcK. Lewis, il.n Ana!y川sof the 

Institutional Status and Role of the Petroleum 

!ndustr，’in Mexico's F,1,olving System of Poli Ii-
cal Economy (Unpublished Doctoral Th剖is,Aus幽

tin, Texas、1959).

Ci_U〕 シン Y しア・ ＇！ ！しーァハ Consoli,late<lけil

Corp. グノレーゾとも上ば fl, Sinclair-Pierce Oil 

（、円、 S i¥.、MexicanSinclair Petroleum Corp., （・ia.

Terminal <le Lobos, S. A., Stanford y Cia., Suer札

し·~， 4社ノド くむ.， ;¥. J. Bermudez, pp. 2,1～25. 

（注4) この「セパダ・クーク委員会jの共同レポ

.. lに茶づいて協定されt・補償額ρ内訳は炊のと？っり

rあるn

Standard Oil Co.。fNew Jersey group 
.. 18,'.l91,64 I 

Huasteca Petroleum Co. 

Me又ican Petroleum仁0.

Tuxpan Petroleum Co. 

Tamiahua Petroleum Co. 

Cla. I也troler,tUlist出， s.A. 
Cia.’franscontinental de Petr6leo, S. A目

Cia. I也trolcml¥,fincrva, S. A 

Standard Oil Co・ofCalifornia group 
・・・3,159,158 

California Standard Oil Co. dr, Mexico, S. A. 

Richmond Petroleum Co. 

Saba！円grou/> ..... ・・ .. ・・…－ . ・・・・2 • R97,671 

Sabalo Transportation Co. 

Cia. Petrolera“Clarita，＇’ S‘ A 

Cia. Petrolera Cac日lilao,S. A. 

Consolidatedοil C月日roup・・6ー・…...‘－n:m,151
Cnnsoli<l低利1Oil Co. of Mcxi,・o, S. ,¥. 

Cia. Franco Espa白ola,S. A. 

Cia. I'etrolera Aldamas y B問、o,S. A. 

Seaboard Oil Co. group・ .. ・・・・・・・・・目・・・・・・・487,370

International Petroleum Co. 

Cia, Internacional de Petr6leo Y Oleoductos, 
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S. A. 

iJ .ii・ .....・・・・・・目・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・23,995,991

(il :'i〕 7 i iにMすζ、110万 fノLの補償紛の内,ii(:J:

r1；のとおりである。

Cia. <le G出 yCornliustiblc Tmperio, S. A. 

・・・200,000

Cia. Mexicana e 01日oductosImperio, S. A. 

・1佃，000

Southern Fuel and Refining Co. ・・....250,000 

Gulf Coast Corporation .. －－・・a …・・ ・250,000

Mexican Atlas Petroleum Co. ・ ・H ・・・100,0似1

Moctezuma Terminal Co ... ……ョー－－ 1似），000

仁ia.Petrolcra El八日wi,S. A.…..... 100,000 

「＇ J卜…………...・ H ・－－……….....1,100,000 

(i!(i) 4fiにMすス l制）万ドルの補償客Iiの内；'1｛＇士

次のとおりである。

Mexico Texas Petroleum and Asphalt Co. 

・・・200,0()()

Sabino Gordo Petroleum Corporation 

・・・200，似）（）

Mexico Eastern Oil Co.……......・ H ・，，400,000

Cia. de Terrenos Pctrollforos Impcrio, S. I¥. 
... zoo，冊。

A-H ...・ H ・－－…...・ H ・.....・ H ・－－……1,000,000

〈注7) メ寺〉／カン・イーグノレ・グノレ デはli；の11

1上方、「〉構成されていた。

Cia. Mexicana de Pctr6leo“El Agu日a，＇’ S.A. 

Cia. Naviera“San Cristobal，＇’ S. A. 
C,a. Navicra“San Ricardo，” s. A. 
Cia. de Terrenos ,fol Golfo, S. C. P.A. 

Cfa. Consolidada de Fincas Urbanas, S.C.P.A. 

Cfa. Agric円layColonizadora Veracr口zana,S.A. 

Cia. de Comercio, Inversiones e Industria, S.A. 

Cia. Petrolera de Palma Sola-Furl陪ro,S. A. 

United Oils Production Co., S. A. P. 

P. J. Jonker, S. en C. Suers. 

Haphael Orte耳a,S. en C. Suers. 

( ti'. 8 ) A . .T. Bermudez, p. 27. 

(It 9) A. J. Berm山 l,九 pp.28～w. 
(iUO〕 A.J. Bermudez, pp. 29～31. 

n 経営主導権をめぐる労使の抗争

さて国有化に伴う第lの難関ともいうべき補償
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問題は，前項にのべたような形で解決されたが‘

PEMEX内部にはより困難な問題が根を張りつつ

あった。それは，固有化直後に石油産業が無政府

状態にある時期に，産業全般を自主管理した石油

労連がきわめて短期間のうちに石油労連の地方支

部を中心に種々の既得権益を稽立し， それを足援

として政府に対して労組による産議の完全な管

理・運営権~要求するにいたった二とである。

この要求に対してカルヂナス大統領は， 民営企

業PEMEXについては政府が最終的に長任をもつ

べきであれしたがってPEMEXはあくまで政府

の指導，監督のもとにおき，政府の任命する経営

Erが背理・運営すべきであるとして労紹の要求を

去11下し〆たfこめ，それ以後石油労連と政府， PEMEX

の関係は国有化似前tこ；ま予想されなかった険悪な

隊和を呈十るにヤたった。

l. 石油労連による自主管還

国有イヒの翌日の：1月19f=lに政府f土石治行政審蒜

公を任命し，産業の監督，指導にあたらせたこと

はす？にのべたこか、この円以後， 産業の現場にお

いて実際に管理，運営したの壮［メキシコ石油労

連」の地方支：1告によって設けられた自主管理委民

会であった。政府任命の石油行政審議会と労組を

中心とする自主管理委員会の関係は閣有化以後し

ばらくの閣きわめて協調的であった。その理由は

前者が後者に産業の管理，運営を全面的にまかせ

ていたことによる。そしてこのし、わば自由放任の

朔聞に， かねてからサンジカリズムの教義に傾い

ていた石油労連が固有化した石油産業を舞台とし

てその教義を実践しようとして， またたくまにそ

の足場をかためてゆくのであるが， 1938主F・7月20

日に大統領が PEMEXの評議員会の構成を政府代

表5名，労働代表4名に決定することによって労

組の経営権に対する要求を拒否したζ とかん， 均三

れらの聞に政府に対する反感，不信感が生まれ，

やがて賃金，労働条件といった具体的な問題をめ

ぐって対立が表商化してくることになる他1）。

2. 労使対立の署長面化

労使聞の対立は当初全国各地方支部での小規模

な衝突という形でくすぶりつづけたが， 1940年 1

月に石油労連が，国有化以後も労働者の生活は改

善されてし、なU、として［1937年12月裁定j位 2）の

労働条件を実施するように要求した時に表面化し

た。この要求に対して PEMEXのエレラ総裁

(Vicente Cortes Elera）は，労働者‘の定員と人件費

の増加にもかかわらず生産は減少していると反論

すると，労連は生産の減少は経営者の無能のため

であると主張して総裁の辞任をせまるという事態

が発生したため， 大統領が調停にのりだし，労使

の代表から事情を聴取した結果， 2月末に［財政

問題解決と産業再建のための 141頁自の勧告J（注3〕

を行なった。

しかしたがら，国有化以前の労働条件と賃金へ

の一時的握帰と使用者の経営権の大幅な強化を内

容とするこの勧告に石油労連は強く反発し，項目

の一つずつをとりあげて回答するという戦法で時

聞をかせぎ， 5月になって労組の独自の再建計画

を大統領に皮対提案した（注4〕。大統領はこれに反

論し，批判と反批判が6月までくりかえされ，同

時に歩みよりのための交渉もしばしば持たれたが

事態は改善されなかった。

その間1940年上半期の政府3機関（PEMEX，配

給公社，総合管理局〉の収支決算が発表され収入1

1富4300万ペソに対して支出2億1100万ペソと大幅

赤字の計上が明らかになったため，再建問題は最

大の急務となったく注目。そこで大統領は 1940年7

月15日に政府3機関の評議員会政府代表を召集

L, 11 iJl ［！の緊急指令を発令し〈品九 7月25日に

49 
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3機関の総裁は各評議員会の決定に従っと連邦労

働委に再連五1-rffii実施のための調停を依頼した。

連邦労働委は7月27日に，既存の労働協約を停

止すること， 再建計画実施と賃金支払ヤのために

PEMEXが債券を発行することを命ずる暫定調停

案を提示したが，石油労連はこれに異識を唱え，

それが却下されると， 3機関の評議員会，総裁を

非難して三4時間の抗議ストを指令した心しかしロ

ンバルド・トレダーノの率ャる fメキシコ労錆総

同盟」（Confederacionde Trabajadores de M位 JCO,

CTM）が民対したため， とのストは中止を余犠な

くされた。 .~ i'，にトレグ－／が大統領v）再建計画

に賛意を表明したため，石油労連の執行部は態度

を大幅に軟化せざるをえなかった。それはトレグ

ーノ声明の背後にある 4 般労働者，農民団体が石

油労連のはねあがりを苦手戒してu、る空気を察した

ためであづた。

ところが，石油労連の地方支部は中央執行部の

軟化に憤激し，サボタージュと総裁の個人攻撃

を続けたた約， マルキストで国有化の、主役者のひ

とりであり， かっ労髄者階級のよき理解者とνわ

れた配給公社（／）エルソグ総裁（JesusSilva Herzoι） 

が辞表をたたきつけると L、う事態が発生した。

ともあれ中央執行部の態度の軟化をみとめた

PEMEX首脳は7月'2:7自の暫定裁定を一部修正す

ることを譲歩し， 8月7日に労働大豆の立会U、の

もとに協定を結び，これが8月7日の裁定として

公式に承認されることになったのであるが惟7), 

9月11日に連邦労働委は， その無効を賞首し， 7

月Z7日の裁定に復帰することを命じたσ ここでま

たもや労連の連邦区支部は大規模なストを亘言し

たのであるが， カルデナス大統領はス卜の非合法

を声明し， CTM，「メキシコ革命党J(Partido Re-

volucionario ¥kxicano, PR'.¥1）も反対したため，ス

ラ0

トは中止され，裁定は実施に移された。

他方，連邦労働委が正規の裁定を行なうために

任命していた専門家委員会は 1940年10月31日にレ

ポートを提出し沼町労働委はこれを検討した結

果lUl 281:liこ裁定を下した。この裁定は賃金， 労

働条件については労連の要求をとり入れ，再建計

画に関しては経営者の立場を支持し，財政面の均

衡企回復するまでの暫定的措置Iこついて経営者の

権限を拡大するとし、う内容のものであった W 9 i0 

El40年12月1日には6年の任期を満了したカル

ヂナス大統領にかわってアピラ・力マチョ（Avila

Camaιho）が大統領に就任し，それに伴いPEMEX

総裁もエアライン・ブエンロストロ（EfrainBuen駒

rostro）に代わった。

石油労連i主新総裁にまず団体協約の締結を要求

したが総裁はこれに積極的に応じなかったため，

41年9月に抗議ストの構えを示した。こんどは

CTMもこのストを支持したため労働大臣の仲介

によって10月 il:l に労使は交渉にはいり， 10月7

上lに大筋の了解に達～したが，機密に関与する職員

の取扱い，医療給付，業務上事故の補償の3項目

が難航し，団体協約が成立したのは42年5月17l:l 

であった｛創的。

この団体協約の締結によって労使間の対立は解

消されたかにみえたが， 43年4月になると石油労

連の支部役員の解雇と先任権原則の適用問題に関

して全国各地の支部がストを通告し， 8月にはンJ

ウダ・ 7 デロの支部が労働協約違反を理由に24時

間ストにはいった。このストについては PEMEX

の混乱をねらう国際石油資本の煽動によるものと

いう風聞が流れたが，当時の生計費の増大〈昌11〕に

よる生活不安が場動を受け入れやすくしていると

考えた大統領は43年9月に PEMEXに対して，

19:17年12月裁定の賃金を支払うことおよび ls 
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日.52ぺソ以下の賃金を 10%引きtげるように命令

した。

しかL地方支部の小規模な川、や昨ぷターゾヱ

はその後もあとをたた子， 44年2月21日には中央

執行部が公開状を新聞に発表して軽’f＼；者の団体協

約不膿行を非難し，これに呼応して北部支部が10

i寺問ワストを行ほし、， 連邦iメでも 8時間のス｜が

行なわれた。 3月1日に労連はふたたび公開状を

発表し，先（／）大統領命令による賃上げ以後の物細

t昇ーによる実質賃金の下落に不満を表明し， 日般

職員（ 8 ～ 15%）と役品（33};i0~）のう i上率の不公

乎を：：W/ilr「したの

これら－i阜の動きは44年6月18日に満期となる

｜司体協がJ更改（二対する圧力であったが、 その交渉

は難航し， 9月8日になって全職員の 1日2.50ベ

／の口上げと住宅手当の引上げをきめて協約は調

！っ｜］された（正12¥

以後約1年間，労使関係t土初対的に手穏に推移

した。しかし45年8月と 9月にタムピコの支部，

10月IC:：土地峡地区の支部を Hじめとしてふたたび

各地の支部で問ヴつ的たストが続発した。そして

46年3月の国有化記念日にブョエンロストロ総裁

ポ，労連の支部はごく与さレ江口実でストを行な

い，生産を低下させ，配給を漉乱させ，油閏に損

害を与えてヤると非難ーしたことから，労連はこれ

に反発し， 4月17日に公開状をもって反論すると

ともに，大統領に総裁の解任を要求しえ。そして

いくつかの散発的なストがつづいたにもかかわら

ず，労使のま Mこうからの激突とb、う事態は起こ

九なかった。

それは石油労連自体の再組織， すなわち過去の

会社dふースの組織から産業ペースれ組織への移行

過程で， 各支部のプライオリティーや既得権をめ

くーる対立が生じたために一致団結して経営陣と対

決できなかったことによる。そして46年3月には

そのような労連内部の対立から連邦区でストが決

行されるという事態も発生したが、 6月までに再

組織は完了し， 32の支部は22に整理されたのであ

る（註IJ¥

1946年に団体協約の満期に伴う更改交渉が始め

られたが， 当時財政危機に直面していた経営側は

労連の要求をいれることができなかった（設14〕。そ

の結果発生した連邦区の製油所のストは輸送問題

と結合してメキシコ市の石油不足をひきおこした

ため，その責任の所在をめぐって’労使関の対立は

ひときわ激化した。そして9月に製油所でより大

規模なストが行なわれると政府は連邦軍を派遣

し， ii月2713にはポサ・リカで発砲事件が発生し，

逮捕者が出た。さらに翌28日に石油労連が24時間

ストを通告し， プヱンロストロ総裁を辞任に追い

こんだ。かくて事態は紛糾したまま新総裁の手に

ひきつがれることになったのである。

3. ベルムーデス総裁の登場と経営権の確立

1946年12)J，カマチョ大統領のあとをついだミ

ゲル・アレマン大統領（MiguelAleman）はPEMEX

の新総裁に北部チウアウア州の大富衰の実業家

で，シウダ・ブアレス市長として同市の浄化によっ

て全国的な名声を博し， のちに労組の強力な支持

をうけて上院議員に選出されていたアントニオ・

ベルムーデス（AntonioJose Bermudez）を任命した。

1946年12月四日と2013Iこボサ・リカおよび連邦

1叉の製油所で，賃金交渉における新総裁の最初の

同容を不満とするストが決行された。これに対し

てベルムーデス新総裁はただちに労連の中央執行

委員全員をふくめてストに責任のある指導者団入

を解雇すると同時に，連邦労働委に対して侵犯さ

れた団体協約を無効にするよう提訴した位15¥

12月2113にアレマン大統領はベルムーデス総裁

ラI
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の敏速， 果敢な措置を支持L, 「法律に従，）て秩

序を維持し，説家の制度を守り，個人や集団が憲

法の体制を危機にさらすのを防ぐことが自分の義

務である JU: Iのと声明して，労連のストを非難し

た。また Jヰシノコ労働者地域連合J(Con fcderaci6n 

Regional de Obrero Mexicano, CROM），「メキシコ

共和国鉱山・金属労働者組合J(Sindi刷 to, Ind1則ー

rial de Tral,ajadores Miner川、 Me包lurgicosy Simi-

Jar田 dela J,epublica Mexicana），「メキシプ労欝総

同盟」の各間体も大統領声明に同調したため，完

全に孤立状態に陥った石油労連は総裁に和解を申

し出たか， ペルムーデスは交渉には応ずるが司か

れらをふたたび給与台l阪にもどす意志はないと答

えた。

このよう／主 1~態のもとで FJ47年 2 月に開かれた

石油労連の臨時大会は中Jた執行委員全民の辞表を

とりまとめ，大統領に調停を依頼した。大統領は

ベルムーヂスの提訴を 2カ月間延期することおよ

び解雇されたfiO人を再定府することに11司五；した

が，同時に非合法ストの祭JLを確認したり

やがて PEMEX労使は自主交渉をはじめ，（1）機

密に関与する職員と臨時職員の削減，，2）持情処理

委の設ffil,1:1);J；連役員の経安の一部を使用者が支

払うこと，（4）気候条件の悪い地域の労働者の賃金

の15%引上げ，（5）配置較換における使用者の自由

裁量権の拡大，（6）特定の業務を契約に主1仁川、て非

組合員tこ行t;;J）せる権限の承認，（7）使用者が要求

している労働協約を研究する合同委の設置等の事

項について協定を締結し， これが新しい閲体協約

として矛

係は急詰；にf品謂性を田f隻し，交渉による問越解決

のノレールが定着し， 団体協約は定期的に更改され

るようにたった。

国有イヒといっドラス子 f,,, 'Iな方法ト，t＇て J

ラZ

キシゴ入自身の掌中におさめた石油産業をナショ

ナル・インタレストの立場から管理，運営する目

的で設立された PEMEX，そして全国民の民族主

的期待をになって発足した PEMEXであ－，tこ

が，外国石油会社を追放した後には，上に述べた

ようなメキシコ人同志の労使の聞に経営主導権を

めぐるはげしい抗争が展開されたのである。

そLてこの抗争への対処の成否こそは国営企業

PEMEXそのものの存亡を決する重大なポイント

であったが， アレマン大統領とその意を受けた行

政能力豊かな経営者ベ／レムーギスはその敏速、果

敢なる措置によ J pて石油労連のアナクロニステ f

ックなサンジカリズムを排除し，労組の地方支部

による無統制なストを根絶し， PEMEXの管理，

運殺を総裁を頂点とする中央集権的経営機構のも

とに統一することに成功したのである。

この内部体制の確立とU、う難事業を成功裡に達

成したことはPEMEXをして後顧の憂いなく第3

の難題である石油資源の自主開発の問題にとりか

かることを可能なんしめたのである。

（注1〕 J.Richard Powell, The Mexican Petr酔

leum Industry 1938-1950 (University of California 

I》ress,1956), pp, 128～129. 

〔ii2) この反応i.t, 1937年12月18日にメキ／コ共

有l関連邦労働委員会が外国石油会社とメキシコ石油労

連の紛争の最中に，労使自主交渉の行きづまりをすJ闘

するために連邦労働法に基づいて行なったものであ

この裁定はlt:¥{1化以前の労佼紛ノ／＇CJ主要論点をお

’ーしかっ労働者（／ノ立場を全面的に支持する内科のι
のであったが， Gobiernode M品xico,El Petr6leo de 

Me.rico (Mexico, D. F., 1940, Reedici6n de la 

Secretaria del Patrimonio Nacional, M毛xico,D. F ., 

19削）， pp. 691～78:H，らおもな，，：.，： ｛，：要約すると次の 1

.1 Jりである。

(1) 1日当たり平均賃金を1936年の6.97ベソから8.83

ベソに27%引き上げるために賃金支払総額を約9伺万

ベソ増額するο

(21臣認持労働，不健康労働，特r:nl't’d i効に対するf'':, 
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休暇，祭日，休日字句を-{l;めた賃金・給与支払総額を1986

年7）佐治（〕万ベソから6100万ベノへと35%増税するο

(3）特殊な労働条件に対する賃金，給与党払総綴を

1936年よけも6伺 Jjベゾj着額7ζz。

(4）労働時間を週5日制jで40時間とし，週213の休11

こうえ， I: L::: ，休ITに労働Lた壊れには；if告の村i償

や作なう υ

（品）年？1；有給休暇は勤枕10年以下のおには21Fl, 10;1, 

l:J i；の自には3011を与える。

（自）業務上の原閑による死亡ド対しこは12品013分［＇｝ 賃

少王支:ti、ペ。

(7）労使の均等負担によって労働者 1人につラ4船舶ベ

ソ，，生命付険ヰかけあ I

(8）貯籍法金の労使負担を10%に引きとげる。

ゆ）1(）（）（）人以＿I:-）労仔！！日を宗mする三社は｛：宅を供給
するか住宅手企iを支給する。

(]1J医￥，，＜！k.設f件備し職員．およれその渋扶養ぷに

利用せしめるとともに，病気期間中の賃金は継続して

てをJムう。

帥55殺に達した労働者に勤続年数に応じて賃金の

70～80%ぴ）年住宅支齢Jる。

(l却質学金，凶者館， f挙校，運動施没，保俺所を提供

するため七年目I!l邸）Tiヘソを主出すら。

(1:~ ii副！； ：；連山，1，，央執行委員ル地方空部役員に ｛：1f-・内

運輸機関の無料ハスを支給する。

(]4）賃；t，給－＇J-以外山給付を15（淘万〈ゾに）＇，＇｛鎖すふ、

帥労働関係費総額を75伺万ベソにt('l徹する。

（注3) Jesus Silva Herzog, Pctroleo :Uexicano 

(Mexico, D. F., 1941), pp. 245～253か人， この勧告

r〕起点毛 tとめると：）；＇ノとま； i)であに。

(1）定員の大幅削減，（2）不必要な役臓の整理，（3）管f里

獄 lj給ザ lJ引ド IJ' （」）；気持職t'tの再11：吠，（5;11/j問I内万倒j

) ;m 1ヒ，（6）住宅手当支給の告IJ限，（7）補償の支払いそ＇），！

( L，設備の近代化三終わる士でEl:¥7年12！；のj宝II；労

働f｝の裁うてのr実施を，・r-,止す7三と，（日）先任権原JIilの緩

和，（9）経’g者の自由裁単権の拡大，（l(j経質者に人事典

的.＇） 白1!1主与えること，帥粁1:i;者のiL；務/T）改訂， iJ時i

進における能力の重視，~石油労連を r'f組織し，地方

支却の殺そ減，・，-rこと，制緩？？？者仁現場lji:,1干の選打（権
を1子えること。

（注4) こ・＇＇ { l油労述に i ＇て ！.Ztj提雪f¥ JI t・ 長l!l'l 

の：再建雪震は次のような内容のものであ.，た。JesusSil-

va Herzo日， pp.255～2/il. 

(l)PEMEX，配給公社，全国石油総合管漣局を単’ A

OJ (i 長のもと仁じいて産業の仁i•央集権体制j を確立する

こと。（2）経営者と政府各省との結びつきを断つこと。

(:J）わ油労述に対して幸子ぷ員会心過半数を与えること。

(4）討議員会に政府の代表をiきることを規定している

PEMEX,,'t立？土牛溌止Jるこ＇－ 0 (5）陀業のrm斗者が経

常に参加することを防ぐこと。（自）石油労連を産業の再

岐に全wii'r-Jに参加さゼ J：こと。（η賃金の割引をやめる

こと。（8）労務関係担当の特殊伝部局を廃止すること。

Cit 5 ) J田 usSilva I lerzog, p. 268. 

(il日） こめた統領の緊急折令は次の11羽目かムな

っ二いた。 JesusSilva l Ierzog, pp. 269～271. 

11 )194()¥f'-末ま ξに産業の条引が改汗されなければ貯

終決金のかわりに債券が発行されることを労連iに通告

！ゐこと。

(~) l R＇うたり 30ベソ以上を稼得する者には住宅手自

作停止！ , 1 R ＂＇，たり 20～30くソめ去には月に30ヘゾ

に制限ずること。

（：，）超過勤務l.tirr少必要限度に減らん

(4) 7月31[lまでに産業の再主主なι；びに強化を終わる

｝。

川賃金むよa給与の・t払い官民を減ムすために管i甲車車
ttを千年分類すること。

i(i) 1 f I -u，た幻 7叫 I、ノ以上♂〉稼得者については［（円4

,; Iラトげること。

17)暫定的に今次休暇そ 6Flに匁！JI浪jること。

(8）絶対に必要でなL、かぎり，臨時職員，正験員の欠

L i斗補正！なし、ごと。

(9）総裁に対して，管E現職， 4 般職の配置転換の権限

ミ＇i・えtこごと。
叫臨時版いの労働者を必要最少限度に減らすこと o

ii 1i•J1 ;lt依frt，地方支部執iJ委，出体交;iiニ委お上び
i評議員会の石治労連代表をのぞいて，評議員会の事前

,') y兵認なしには (i；，なムりに労連委員公経費ω支払トを

：抑止すろ土と。

（注7) この協定は石油労連の中た執行委に対して

呼¥1'にじりる上り広胞な発言権を与し次むつ問題主研

究するための委員会の設置をきめていた。 9なわち，

（い一時的i与組織！Jらア九｝再組織措量f(i）適用，（2）石油労

連によって提案された経済方策，（3）欠員補充の原貝IJ,

(-1！経営＇，！＇；，ょんが働＇ i'.U！配能転換。 J.Richard Powe-

11, p. 137. 

(d：品 j この ＇＇！ 門家，をのし什ート i.I, (l)IJ~有化以後

ラ3
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Cd：こ16) J. Richard Powell, p. 148. 

( ii 17) J. Richard Powell, p. 149. 

出 ィヲ油資源、自主出発の庁述

miむ化直後からくりかえし表明されていたカル
デナス大統領の収用資産補償協定のための交渉の

II子びカ込け!i.:無視していた外国石油会社も， その後

（／）情勢の宏｛ヒとともに順次協定に調印するにし、た

つよ：杭i品はすでにのべたとおりであるが， それら

の補償協定締結交渉と並行して， メキシコの石油



1970030057.TIF

資源開発に外国野本をなんらかの形で参加せしめ

うるよ勺に， メキシコの石油法および石油政策を

修正しようとする試みは外国政府および民閉会社

の側からたえずくりかえされていた。

他方メキシコ閣内では， l現有化によって外岡石

油会社を排除するとし、う点では万場叫致のコンセ

ンサスがあったが，国家のみが独占的に石油資源、

を開発す判るという点， すなわちいっさいの民間資

本をシャッ卜・アウトするという点については必

ずしも万場一致とはいえず， 国内の民間資本の反

対もなくはなか4 た。 1940年の石油法と41年の石

油法がメキシコ人またはメキシコ人のみで構成さ

れた法人と石油の探丘・開発の契約を結ぶことに

よって民間資本の参加を可能にしたわはニのよう

な事情を反映し／こも山であっ之。

第2次大戦が終わ〉てみるど， 予；J;、外tこ着実な

成長をつづけているメキ〆コの石油産業tと対Lて

諸外国cl）投資家の注意がむけられ， それらの外国

資本の役資七可能ならしめるように石油政策土石

油法を修正せんとする努力は， L、つ乏う強｛とされ

たη これにl呼応するがのt勺iこメキシコ［E］内にお

いとも， PEMEX仁左って資本と技術の不足がボ

トノレネノクとな汁ている実情を考えて， 外国の資

本trら♂にテク三カ fレ・ノ ウ・ハウを十分に利用

すミきであるという主張がかなりの賛同をもって

迎えられると Uぺ局面もでてきた。 とのような情

勢を背景’にして国営企業による具体的な石油資源

開発の方途をめぐっていくつかの間題がクロー

ズ・ア円ブ。されるにいたったのである。

l 1941年法の探査・開発契約とその解消

1941年の石油法がメキシコ人またはメキシコ人

のみで構成された法人との聞に石油の探査・開発

に関する契約を締結することによって民間資本の

参加の道をひらいたことはすでに言及したが，こ

の規定に基づいて現実に締結された契約はただ1

件だけであった。

それは 1946年10月19日にイラリオ・ミジャン2

倣（HilarioMillan）との聞で締結されたもので，そ

の条件は有効期間30年，シナロア州のサン・イグ

ナシオの；3万ヘクターノレの土地をカバーし， 契約

者は政府に現金または現物で，生産の 12.5%を支

払うというものであった。政府は以後同氏に対し

て各種の便宜を提供したが， 9年後の 1955年にな

ってもまだ最初の井戸ポ掘られているという状況

であフた。

問題はこの契約の解釈をめぐって生じたのであ

る。もしこの契約が石油の開発を許可したものと

解釈されるならば， 憲法第Z'1条の同家による独占

的開発と L、う規定に矛盾することになるし， また

1040主！の石油法以後iこ成立した法律に基づいて民

間人が石油の開発に参加しうるとし、う解釈や， さ

1＇，には 1941年の石油法iこもとづいて，外国人を右

くむ氏守開人が確認利権にカノξ一された土地で石i印

σ〉開発を行司なろこどができると L、う解釈も生じて

きたため，政府はこの契約を解消するととが最詳

の策であると判断し，闇家経済省と PEMEXがそ

の交渉にあたり，1955年8月30日に，PEMEXが同

氏に50万ベソを支払うという条件でこの契約は解

消され，憲法の規定に矛盾する解釈や，メキシコの

石油法をなしくずし的に修正するおそれのある解

釈の発生する危棋は一掃されたのであった（注1〕。

2. 役務契約方式の成立

1941年の石油法に基づく探査・開発契約が PE幽

MEXにとって実質的な貢献をなしえなかったこ

とはすでにのべたとおりであったが， 1947年のは

じめにPEMEXは，メキシコの石油政策の範囲内

で， しかも石油法に抵触することなしにアメリカ

の民間会社の資本と技術を訴時間契約， 開発契約と

ララ
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いうような契約にもとづいて利用する方法につい

て研究をはじめた。そして2年間にわたる研究の

のちに 1949年3月1日に CIMAグループ（Com・

卵白ialndependiente Mexico-Americana）との聞に最

初の契約が結ばれ，その後15件の契約があいつい

で成立したが，そのうちの12件は探算上の理由で

解約され，数カ月後にはCIMA,Edwin W. Paul邑，y,

Sharmex, Isthmus Development Companyの4

社との契約が残った。

この揃削契約と前項でのぺた探査・開発契約と

の相違を比較，検討すれば次のとおりである。す

なわち探査・開発契約では請負人は生産者であっ

たから契約の当事者が双方ともに石油産出地を開

発するということになり，性格的には利権に類似

しており，また契約は政府との聞で結ばれ，外国

人は除外されていた。

これに対して掘削契約は石油産出地の開発とは

関係なく，もっぱら掘削のみに関するものであり，

したがって諦負人は探査を行ない， 油井の掘削作

業を行なうが，油井は完成とともにPEMEXに引

き渡され，生産はPEMEXが行なうとヤうもので，

性格的には製油所やパイプラインの建設請負契約

に類似しており， もし掘られた油井が石油を産出

しない場合には支払いはなされず，石油が産出さ

れた場合にのみ，必要経費と危険負担に対して生

産された石油の15～18%に相当する額を支払うと

いうものであった。このような形をとることによ

って国家がPEMEXを通じて石油を開発するとい

う論理が寅かれたわけである。しかし， その後こ

の契約の合法性について疑義が出されたが， 1952

年に連邦最高裁が適法の判決を下したことによっ

てその合法性が確認された。

この掘削契約は新しい形式の技術提携方式， l護

際共同事業体をめざすものであり，後に国際石油
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麗業において一般化する役務契約方式（Service

con住actsys飽m）のさきがりとなったものである。

そしてこの契約の意義は外国の資本や技術を利用

するための唯一の方法がメキシコの石油政策と石

油訟の枠内においてのみ可能であることを内外に

周知，持確認せしめたことであり，それらを修正し

ようとする意図を断念せしめたことである（注幻。

3. 1958年の新石油法と自主政策の確立

かくてPEMEXは国営企業としての自主的立場

を貫徹しつつ，乏しい資本と技術を外聞から導入

する新しい方策を追求したわけであるが， 1958年

11月に制定された新石油法性3）は，そのような国

有化以後20年間における多くの経験や試行錯誤か

らの教訓およびとくに 1947年以降の産業構造再締

成計画の着実な進捗を背景とする自主開発への自

信の上に立って， PEMEXのいっそうの発展，強

化のための基盤を法的に確立したという点で画期

的な意味をもつもの守あった。

新石油訟はまず1941年の石油訟がもたらした混

乱を一掃し，憲法第'2:l条にのっとって国家のみが

独占的に石油を開発しうることを明確にした。利

権制度は廃止され，利権はもはや石油の探査と開

発の資格を構成しないことが確認され， 同時にそ

れらに対する補償の手続きが規定された。また従

来の利権制度はもっぱら探査と開発に関するもの

であったが，新法は原油ならびに製品の輸送，貯

蔵，配給に関しでも憲法第27条の原則を適用し，

PEMEXが民間業者とそれらの業務の遂行に関す

る契約を結ぶことによって民間資本の参加を承認

するという形式がとられた。また探査・開発契約

のシステムは廃止され，政府と民間人によって構

成される混合会社に関する規定も廃止された。主

らに新石油法はPEM限が建設契約や作業契約に

おいて産出高比率または開発の成果に基づく支払
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いをさめる二とを喰じたので， 1919qユ山出向1］契約

およびそれに鼠似した契約は行なわれえなくたっ

たl住 4'c, 

このよろにして新石油法はメ干シコ政府および

PHvrEXに上）亡実方主されてきたt交策を砕E認し，

yトリ志I去の規定に ;J＇店する解釈が発作ーすと 3余地を

一局したのである，y:, その上うた過去の問題の経

理と fい＼んで， l与日（）年代にはい〉てJ己速に発展し

-) ＇）ある石油化学 T荒川将来進むべき hri',Jをもi見

定しfここど乙斗ドriされる

石油化マF丁一業lこ，－，いては，すでに 1911f下山石油

法がメキ与コ人（T)5g（占を規定していたハ i---1仁j'r 〉

同i土では石；1!1♂）梢製な「予びに天然ゲ

Ir!に主 J’て店主H主に行なオ〉れるか，ふるL、はドEMEX

の上うなl一日常機｜悶に上 J lて行hわれる場｛，c'lI t点、

は利権を要））とずることが必要とされ τ その利権は

メキシコ人王た：tメ寺シコ人のみに仁つご hi与！＆さ

;/ Lたit人に1r:-C ；，み lj＿えられ心二とに人：マ γこい
,..._ 
／」＂

二，llにけして新石油法i士「石油化’、子仁業fl:二つ

の主要f仁うHfにう:r：十二れるr ：お l山分：！：＇Ti土手-1itllな

「）ひにり、スヒ x 、う天然ぴ）炭化;I<.ぷを、i’二 ~i'u~ に変え

るものであ ，） 、 ::;~ :.! J）分野はこれ，， （／）半i_li'U，品k治

貸財に変えるものである 0 • Lかして’Zl の分

野はほ千I化された{J;1!1産業の一部を信i友し‘ '.:¥'; '.! 

ぴ）分野は fl!:IHl 1，イ三〆ヤ子ブ（／）分野に属する［
( ,J. 5＇と規定して l司営企業と民間企業n1舌動分担fen

境界線を明徳iこし『 さらに基礎石油化？：部門を11'!

常企業に委わることにk，》て ti1tlitcらびに天然ガ

スの新しい用途を開拓し同家の全体的利益に＋｛t

せしめる｛本市I］を確立し たのであふ。

この主うにしてメキシコの産業界は法｛弘行語！1化

学製1¥hの供給を PE'.¥1EXに上つ亡保証され、 j,i］時

に応用石油化学部門は民間企業のi'-Jrllなイ三シャ

チア、のもとにおかれることになり， 1960年代のメ

キシコ石油化学工業の発展の基盤が確立されたの

である。

( ;i l ) A. J. Bermudez, p. 32. 

( /! 2) A. J. Bermudez, p. 43. 

( :i 町:l) il;¥,i;f',¥1.：：“Ley Reglamcntaria de! 

j¥ rticulo 27 e＜川おtitucionalen el Ramo de! l'etrt',1引Y

-c ji，る t

( ii 4 ) A. J. Bermudez, p. :16. 

( /i 5) "Ley H_cglamentaria def Art’，culo 27 

（、on、titu口付nalen el Ramo Petrolen，＇’ Diario O_/i 
cial (2件denovicmhre de 195K). 

IV そしり徒の PEMEX

以上のごとくコルテイネス大統領は 19同年末♂）

任期満了直前に新石油訟を制定し、 メ干乙こ＂ llil＇白

石川i企業 f'E'.¥1EXの自主独立路線を名実正 もに伴

、三Lたわけであるが， それとは時に多年山懸案で

あぺた干ii!-ll喫i'11'1（｝）和Ii格，；I 1，＿げ全承認した二どはn:
I l寸J 、き変化であ－ 't:., 

士山他i1名改ant二iL乙Eで資念不足に上り， しば
しば十定した役資；；I・両の縮／トを余儀たくされてき

たPEMEX当局にkってく I）均ミえし要求されてい

たιのであ J Pたが、石油製品の需要業界たる運輸，

i豆力， 製造業tel!.の国内産業資本の強L、反対によ

って随1上されてし、たものであ〆》た。しかしながじ，

法幹産業の多くを公れ， 公団などの国常企業で固

め，独自の［混｛－＇？経済体制iを推進しつつあるメ

ヰンコにとって、 その経済政策の有力な支柱たる

同営石油企業のい〉そうの発展のためには， fttli格

の適正化による PEMEXの財政基盤の確立が不11J

避の課題となり， コルテイネス大統領の任期終了

l貞前の政治的裁断となったわけである。

J干シコの「希望の煉火J（作いといわれたPE-

MEXの総裁左して，アレ7ン、コルテイネスfμlJ

大統領のιとで 12年間にわたって積極的経営政策
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を展開したアントニオ・ベルムーデスはコルティ

ドス大統ffU:cl）任期（；（／，j了を機会に昨任した。 しかし

ながら， 1958年以後のPEMEXの躍進はこのベノレ

ムーデス期に敷かれた基本路線に従い， t1rにふむ

とl1を｛与は.~; 0 ,I::し、う形で城県を；ιた（＇， '~ )Lたも
のとし、えιkうn

ずな才 j仁、後任大ャre:r,r｛ロベ ζ ・ r テ~・ ・1, ( Adolfo 

L凸pezMateos) H PEMEX新総裁にモンクローノf

J〕l司営鉄鋼会社 AltosHorn川ィleMexicへS.A 
社長のクアィヱレス・ロ／レダン（Pascual(iutier悶

Roldan）を任命したが、以後 1964年の退任までの

lliliこPEI¥TEXの財政事情はが転＇.. , 19:>Kl当時Z

憾1500万ぺソの赤字を計上していたのが，出年に

はI主に 2［む1000万＼ゾの純利益をあげ＂.， i ~ ~、た～

たれそれに伴い固定資産総額も印刷年の州億べ‘ノ

トら6:l年にr・t185 ソに附加し，さ「〉（て同年｛：

IJ：こはフ U スか人 7億50()()）｝寸ランジ，Ht款を獲

得rII' 2 iするなど大幅な状況変化を経験した。

その結弘新規；n1FHの発見と［！司発がilh’umにifJ1.
メ午シコ石油総生産盤のお｛）%以上がこれんの新許t1

!H から！＇l~i1l さ ;ti, る ι ぅ；こな η た itかりでぶく， jlJ!

厳重きの年間生産量に対Fる比Jキ1re明rve/μrudt川山n

ratio）が 20年となり，西半球の最高水準を記録す

る（こいたった。 したfトって石油製品のほ内自給を

達成したうえ，重質原油，残誼：燃料油などを輸出

にまわすだけの余俗を示した。

またミナチトラン，バジャリトス，サラマンカ，

シウダ・ 7デロ， レイノサの各地に石油化学工業

7。ラントが建設され，石油化学製品の供給体制が

整備されたことも注目される。それと問時に石油

産業用機械，設備，資材などの輸入依存度を徐々

に切り下げ， 国産品による代替化が進められた。

なお JlJ;,9年にロベス・マテオス大統棋がヲテン・

アメリ力諸国を親善訪問した際に，ロル夕、ン総裁
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が随行し，ブラジル， アルゼンチン，チリ，ベネ

ズエラ，ボリビアなどの同営石油企業ないし関係

当局に対して経営薗，技術面での指導・助言を行

なったこと，さらにはそれを契機として翌19fi0勾二

にラアン・アメリカ国営石油会社会議（ARPEL）が

裕i止したことは発展途H羽における国営企業の成

功の・Irム7"JレとしてのPEMEXの存在を象徴する

できごとであった（住310

19fi,I年12月 lJベス・マテオス大統領の在期満了

のあとをついでディアス・オノレダス（GustavoDiaz 

Orda引が大統領に就任したが，マデオス政権の内

務大［；iとして内政問題に精通してし、た新大統領

は，工業化の｛足進，農村地域の開発，地方都市開

発に仁る地域絡差是正， 中小企業の振興を基本政

策として打ち出し， 石油産業をその政策の原動力

とし ζ位置づvttこ勺この大統領の安替と同時に

PEMEX総裁はレイエス・エローレス (Jesusl,t'ye, 

Heroles）にひきつがれた。

それ以後今日にいたるこl二日ーレス捻裁期はすで

にメキシコ経済の基幹産業としてのゆるぎなき地

｛立を紘一，＇（ したPEMEXがりーデ、イ Lゲ・エンター

プライズとしての役割をはたしつつ， メキシコの

経済発展を助長，促進してゆく過程であったぐ

19/i九年にはふウダ・マデロのドデ、シルベン－：；・ン・

プラントが完成し， 66年にはレイノサのエチレン・

プラシト，ポリエチレン・プラント， 合成ゴム・

プラスチック・合成繊維プラントが完成し，急速

に伸びつづける石油関連製品の需要をカパーしう

ることになる。

また 1965年，タンカー船腹増強と石油化学フ。ラ

ント建設のためにイギリスの BaringBrothers銀

行，アメリカのCh巴mica!Bank New York Trm,t 

Co.，輸出入銀行などから総額10憧8000万ベソの｛昔

款が導入されたこ土はかつての外資排斥政策から
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庁l¥1IJ (iJ以外資政策， 'J)待行を，J;j・ 1. ＇.汁.＼. Lてil今fl

Eれる n.i 

そしぐ1%1-¥if :1J118 Hには石川1序業向干ffヒ；lOJ,';J

q－：を迎えた。｜日1上jc. 11 ・-L ス総決にじ〉て発火さ

れた報；t;・}rr ＇，仁仁マ》＜ .i品｝； I f「cl)PEMEX n;,r, 

,fi/J t，：＇足約一jィ，：， '-J.'J, Iご，'lI'. :t, I）ーヶA.:: 

限定的動では 1：，日本の探在芥のうち 24本方、：fiilll

企， 1：－；キ；が天然力、スを発見した。生産量は原油，天

然ゲソ 1）ン，天然ガスをあわせはl万750バーレ

ル／11で対前年比11%の増加をぶした。しかもこ

u > )1¥/JJII分川大仇1う'ri土i十jtt[ll山正とポザ・！！力のおriHi 
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わせて精製能力点 48万15川パーレル／日に引き［：

げられfこO

以上のような生産、 精製面の強化の結果，石油

製品の国内f1tli絡は安定を保弘、版屯是は11.7%増、

総額何億よ！／；ニi主したわ輸出はT.lリカ， Fルーピ

シチ：／. プ二子：：＿.： ll,-を主ーもさ市場どし亡 .'l.'.!%)(1'／，約

Ii{古J ：ソ（二j主Lた。 し力、しながん問）喧it. l~i，百·；111 お

よび液化りへ ））輸入品る 18＇；｛υ）fl，ゴ位向）り：lj'、、ノ iこ

j主したことで‘ このi可品Hの臼給のために：l-/" 0.7 

ン卜山新設えl,;n，由lされた勺さらに PEMEXの独11i

土なす iて1也、るイ［消化芋［業用原料の生産｛i:新。茂リ

イラント，n操業（二 l.JごI:l(J万トン／年に近／べ、た t

主／＂： Ii JJ '.2:l H；：更改された｜ζ－nf+:W，約［土 ＇JJ/,動ri－山

W:r:::. 社会福祉，nJ-;1幅改1＇－~：をもた I', L、析；必n'.!

1主n会が労働者山作業内科？ f占i：失！主， i+_N：イ，j＇.をμ
{1iliすイ：｝ど 1-:tに経営背(I)l也f立と '$cf写！匂，f{.を4研究

-1 ＜，二と泊Aきi/1,・dL／；ご｝

そノ）後発表.＇：，；／ LたI'E:V1EXU) lUW{f度予算•／J (j ( 

l上総傾］fiRK;18I）（＼万ョ士、ノ｛がJJ:l億5(XIO)): ;; yにi圭L、

l'E¥fEX史卜設大であ I），か＇）；車邦政府 nirこっ

くj見織となー Jたが， その約7併合相当棋を l'EMEX

｜］身内収益に t .ぐ 'l:./J，たうときAL C 1，、ること点、

i主日されら。

／ιt_; (Ji{ and Gas Journal ユ1：の LY印年6J jり

はけによると、 第 Il渇のようにメキン I湾kW宅約i

tノ〕j中ft油田にお＂＇て， IY'.20年代の乱掘に上って1t

i易せしめられた伝説的なゴール子シ・ Lーン池田

に匹敵しうる一連の大油田が発見され、 マ【！ン・

ゴールデン・ Lーンと名イげられた二と，および

この発見によー lて PEMEXは約九万ハーレル／け

の増産が可能になるとし、う見通しが｛云えられてお

り＇I7 ，，今後この/rl'f;-油田をq，心と jゐ発展がお

おいに期待されているの

( ,:. 1 ) ' - ＇；「「・寸て＞ / 片， ｛i,（主＇.仁王；ε〆，

60 

352ベシ

( ii: 2 ) Petroleum Pressふ01cJice‘I！本店i,1964{1'. 

5JJ¥J, 200～203ベーンo

( /1: 3 ) Harvey O’connor, l-V orld Crisis in Oil 

(New York, 1962), pp. 124～125. 

( ,1 4) Iシtroleuml'n’ss Ser-1' ice, i I本晴元， I966’｝ 

:i Ji ,; , 197～［99' Fージ。

( r"I 5 J .I, sus Reyes llernles, I',troleum l'olic.γ、

lれず川ft of the !Jir何"forGn1eral of" I'etroleos J¥,Je 

riumos (J》EMEX,1968）に上る G

rn ii〕 Iヤtroln1111IケCS.¥"S打 vice,II ;j,:目I, 1969'! 
4 I J >J唱 170～172ヘージゎ

( ii 7) Oil and Gas Journal, J日ne9, 1969, pp. 

:u～：lfi. 

Jト p

-L' ひi

以上におし、て 1(J:IK :if.からほぼ：lO年間にわたる

PEMEX Cl）設立，発展宅躍進の過程をたどり，そ

ごに生じた諸問題とその克服のための方策につし、

ての／＼てきた【 そこで長Hをにそのような 7＂ロセ ζ

を粁て今Hメキンコ111大山企業とな J ) fこPEMEX

/J：」有シゴi屋氏経済に対していかなる貢献をな L

たカ￥検｝討しごみることとする。

主ずUdiこ，経済発展にとって必要不可欠なz

ネル干一九給の達成があげられる。 メキシコは人

I i約，1;i007Tで，石油消費におし、てはアメリカ、ソ

連， fl本，カナダ， イギリス，フランス，ドイ、ソ，

イクリアについで第 9位にある。そしてこれムの

石油大量消費国のほとんどが石油の供給を輸入に

依存しており， その結果として貿易その他によっ

て獲得した貴重な外貨の少なからさる比率を石油

輸入のために消費しつつあることと対比すると，

lキシゴがPEMEXによって一度は亡びかかった

石油！卒業を再建し（第2凶参照），っし、にはそのヱネ

ノレVーの白給を達成し， さらには国内に需要のな

い厄油および石油化学製品を輸出することによ＇／
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その技

P白mex,Datos Hist6ricos del Petr6leo en Mexico (M位 ico,D. F., 1968), pp. 60-62より作成。

ときに導入される技術は複雑な形をとり，て国際収支の改善に少ながらずえ献してャること

の意義の大きさを知ることができる。

（出所）

ラテン・アメリカの庶術を導入した生産活動は，

資源の開発の場合には一般に外国の“飛び地”を

形成していたJというR・プレビッシュの指摘

喧 1)がそのままあてはまる状態にあったc 外国石

油会社の支配下に，外国の「飛び地」（enclave）を

とくに天然民の生活とかけはなれた存在であり，石油産業の国民経済へ（｝）統合があげら

国有化以前のメキシコ石油産業は「外向き

の発展の時代には技術はラテン・アメリカ諸国の

第2に，

れる。

なんらかの形で輸出に役立つ産業では優先的に技

術を導入した。技術は一般に単純な形で，

地の独占的所有と粗放な土地の開発とに基礎をお

く社会構造と矛盾しない形で、導入された》

議出産業や内部にはれずれしか浸透しなか♂pた。

(externally g田 red<level-

opment）に適応しうるように設定されていたメキ

シコ石油産業構造を PEMEXは1947年以降10数年

61 

［外向きの発展J形成し，主た土

また，
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家 3霊童 メ＼＂シゴの ｛i泊地図

,f）持月を中、けて.i村向きの発展J(inlernally-gea ,ul 

developrncn l）へと再編成し，石油産業を問民経済

i乙統合すふこと仏I））（功L, さらいメキンコ経済の

I）ーディンダ・ピアターにまで育成したつである

（泌3図参照〉。

7日， 世界σ）向油国の多くが役務契約｝y式の湾

入や利益配分方式の改善によって漸次その取得分

を拡大しぺつもヲ その石油産業そのも内を国民経

済に統合するにいたっていない事例と対比する時

V五MEX山巣fこしえ役＇h1Jcn大ささがうかがえるの

なお，この点と関連して， 石油産業では探査M

3iJJにはじ支って開発， 生産，輸送，精製『配車（し

販花にいたるすべての分野の垂直一貫機業が利潤

極大化のl反則となっており，メー干斗コでf1I’EMEX

という単一の同舟企業が独占的に運営することに

よってこ二の原則を完全な形で実施するとともに，

62 

メキンコ海

Ji i舟

名以主主ロ3免権，e
器棚附酬

一川＇ " 

--ZルI 77 ~,, 
-・JJ'. ξ I_,[;,, 

＝＝二二 l.,i,, . .＇／ス ノ吋プジイ，
(R！品川；川

HP 討、 l k向ド． 石迎阜；，：（／＿）合：，“・やa盤，e

不必要な競争による無駄（ガソリン・スワンドの1;L

IL，ブ勺ンドの相遣による広告・全伝〉を回避しえた

〈二とは大きなメリットであった。

第3は，国内関連産業の発展があげられる。上

にのべた産業構造再編成過程においては莫大な資

九機械，設｛札資材ならびに原料を必要と Lた

が，メキシコ政府と PEMEXは園内金融機関，商

工会議所，民族資本家に対して積極的キャンベー

ンを行ない，間産品使用政策をとったため，石油

旅業をqi心として国内に各種の関連産業が形成さ

れた。たとえばメキシコ湾岸の産油地域と内陸部

i}）大量消費地域を結ぶパイプ、ライン系統の建設は

同営製鉄会社AltosHomos 出 M位 ico,S.A.お

i：び Tubacerode Monterry, S. A.の発展をも

たらし， タンカー船腹の増強および補修のために

泡船所が新設され，石油化学工業の発展と結合し
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て Guanosy Fertilizante日， S A.をはじめとす

る肥料工業， fじ学工奇襲が発足したほか，掘削用機

械、貯蔵施設，配給組織、販売機構に関連する各

種製造工業が育成され， NacionalFinancieraを

はじめとする国営金融機関による優i蹟措櫨を受け

て相互に影轡を及ぼしつつ発肢をつづけた。

第4は， PEMEX独自の価格体系の確立であるo

PEMEXが世界石油カノレナノレの独占的価格体系か

らメキシコ経済を解放し， かつて大盤に輸入して

いたアメリカ石油の半値以下という低廉な価格で、

エネルキー源を供給したふとが第2次大戦後約メ

キシコ経済の発展に攻ぼした効果は 0,f）.；、て大き

し、。メ Iシユとともιラサン・7メリ －11＂苦［.F1}）うん

の先発固と Lて治2次大戦後有利な朱fド）もとに

スゲートし之アルゼンチ／経済ゎ（；主滞と対比し仁

みると主， l安（tlGなるエドルγ－I (c:I山 lj) 叩 erg:,)
のブレ～シ YIレ江供給がう ｛也J）愛国どな心／υで両

国内経済発展の，＆否を分ける大<5なポイ Lトどな

ったようにみうけられる〕

；お5には， 社会開発ヘヴ貢献をィりじるくさむあ

ろう o PEMEX i士全国各地』こベランスよく配医し

た製油所，貯蔵所，配給網，販売機擦を中心にそ

の周辺v＇）住民の目会的諸条件全ー脅し〈改託したわ

住宅，学校，病院，診療所，研究機関，訓練ヒン

ター，通信網，協同組合制度．スポーツ・センタ

ーなどは石油関係者のみたらず， デモンストレー

ション効果によぺて国民一般の生活改善への意欲

を詰めるのに貢献した。また石油による火力発電

の普及は未聞の地域に文字どおりの文明の灯をか

ざし，近代的巨大装置産業たる石油産業の発展と

並行して拡張された道路交通網は安価なガソリン

によって促進されたモータリゼーションの浸透，

鉄道のヅーゼル化とあいまって，経済発展の障害

となっていた地域聞の断絶と格差の解消をもたら

し，住民の社会的条件の改善を通じて国民経済の

発展に寄与した。

最後に『石油帝国』の著者H・オコンナーの

PEMEXにつし、ての一節を引用して本稿のむすび

としたU、。

「国際石油カルテルに首の根を押えつけられた

自由世界では，へトロレオス・メヒカノスがかか

げる， さ~べ、かなりとはャえ徐々にその明るさを

まし，）つある光が， :{ii¥!Hこ富みつつも貧困tニしし、

le.げられたラ子ン・アメリ力諸国と中近東地方諸

！日にとって， 希望の椛火としてひかり輝ペ円、てし‘

心。 iリ38if！，ニメキシコがスタ Lダードィiilh，シ仁

yレその他外国系会社を段収し， そのi攻ti；的独立と

ともに経済的1rtt立を宣註したとき， こω向こうJメ

ギな国家はせいぜい 1年以内に屈服し， 独占にN

肢を懇願するようになるだろう， というニ予想がし

きりに行なわれた。メキシコの“il！猿たち”には

あらゆる産業のうちもっとも複雑な産業のーった

ふ石油産業を運営してゆく“技術”が欠けてし、る

とャわれた。しかしながら， その後明らかになっ

たように， ぺトロレオス・メヒカノスがどのよう

な困難をのりこえてメキシコ人民のためにメキシ

コの石油を生産したかについての物語は，現代の

叙事詩のうちもっとも劇的なものの一つであっ

た」（注2）。

（注 1) ラウノレ・プレピッシュ符，大原美範a/｛『フ

テン・ γ メ I）与の開発政策』（アン／ア絞済研究所，1969

今三〕， 73~ 74-~- ;o 
(IL 2) ハーヴェイ・オコンナ－ ;ii，：，佐藤定準，11R,

352ベーシ。

（溢，rr成長調ft鴻〉
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